「障害者・高齢者の読書環境の改善に関する法律
（読書バリアフリー法）」（案）～提案の背景～

1.
国際条約と国内法
　2006年12月、「障害者の権利条約」が国連で採択されました。我が国も既に2007年9月、この条約に署名しており、現在批准に向け国内法の整備が各省庁で進められているところです。本条約の目的では、「障害者がすべての人権及び基本的自由を差別なしに完全に享有することを保障すること」と詠われています。具体的には第二十一条で「締約国は、障害者が、第二条に定めるあらゆる形態の意思疎通であって自ら選択するものにより、表現及び意見の自由（他の者と平等に情報及び考えを求め、受け、及び伝える自由を含む。）についての権利を行使することができることを確保するためのすべての適当な措置をとる。」と規定されています。第二条で「意思疎通」とは、言語、文字表記、点字、触覚を使った意思疎通、拡大文字、利用可能なマルチメディア並びに筆記、聴覚、平易な言葉及び朗読者による意思疎通の形態、手段及び様式並びに補助的及び代替的な意思疎通の形態、手段及び様式（利用可能な情報通信技術を含む。）と定義されています。また、第三十条では「締約国は、障害者が他の者と平等に文化的な生活に参加する権利を認めるものとし、障害者が次のことを行うことを確保するためのすべての適当な措置をとる。（１）利用可能な様式を通じて、文化的な作品を享受すること。」とも定められています。
　既に日本も批准している国連子どもの権利条約には「締約国は、障害を有する児童が特別の養護についての権利を有することを認めるものとし、利用可能な手段の下で、申込みに応じた、かつ、当該児童の状況及び父母又は当該児童を養護している他の者の事情に適した援助を、これを受ける資格を有する児童及びこのような児童の養護について責任を有する者に与えることを奨励し、かつ、確保する。」と規定されています。
　国内でも障害者の生活を改善するための法整備が進められています。障害者基本法では、第三条の基本的理念として「すべて障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が与えられる。」と規定されており、第六条には「国民は、社会連帯の理念に基づき、障害者の福祉の増進に協力するよう努めなければならない。」とされています。第二十二条には、「国及び地方公共団体は、障害者の文化的意欲を満たし、若しくは障害者に文化的意欲を起こさせ、又は障害者が自主的かつ積極的にレクリエーションの活動をし、若しくはスポーツを行うことができるようにするため、施設、設備その他の諸条件の整備、文化、スポーツ等に関する活動の助成その他必要な施策を講じなければならない。」と定められています。
　2006年には従来の交通バリアフリー法とハートビル法を改め、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」が制定されました。この法律により公共交通機関や建築物などのアクセシビリティはバリアフリー化やユニバーサルデザイン化に向け、大きく進展しています。
　また、2001年に「子どもの読書活動の推進に関する法律」が成立しました。その第二条に「子ども（おおむね十八歳以下の者をいう。以下同じ。）の読書活動は、子どもが、言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かなものにし、人生をより深く生きる力を身に付けていく上で欠くことのできないものであることにかんがみ、すべての子どもがあらゆる機会とあらゆる場所において自主的に読書活動を行うことができるよう、積極的にそのための環境の整備が推進されなければならない。」とあります。2005年7月に成立した「文字・活字文化振興法」の第三条には、「文字・活字文化の振興に関する施策の推進は、すべての国民が、その自主性を尊重されつつ、生涯にわたり、地域、学校、家庭その他の様々な場において、居住する地域、身体的な条件その他の要因にかかわらず、等しく豊かな文字・活字文化の恵沢を享受できる環境を整備することを旨として、行われなければならない。」と書かれています。
　2008年6月には、「障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書等の普及の促進等に関する法律」いわゆる「教科書バリアフリー法」が成立し、検定教科書の電子データの提供を教科書出版社に義務付けるとともに、提供された電子データは文部科学大臣から拡大教科書や点字教科書等の作成者に提供されることなどが法定されました。
2.
今日の障害者・高齢者を取り巻く読書環境の現状
　弱視児の学習に限っても教科書バリアフリー法は成立しましたが、教科書以外の教材や一般図書の拡大文字化についてはまだまだ著作権法上の課題も供給体制の問題も解決されておりません。視覚障害に限らず上肢障害や発達障害のある障害者にとっても読書を楽しむためには様々なバリアが残されているというのが現状です。
　また2015年には、日本国民の25％が65歳以上となることが想定されています。しかし、高齢者には、視力、聴力、認知力の衰え、手足の不自由など「スペシャルニーズ」が少なからず生じます。また障害者・高齢者にとってアクセスできる情報入手や読書の環境を整えることは「国連障害者の権利条約」に批准するための国内法整備や日本国憲法が定める基本的人権の尊重という観点だけでなく、障害者の自立と社会参加を促進し、高齢者の文化的生活を保障することにもつながります。更には、我が国の知的で活力ある文化の形成や力強い経済活動に貢献する基礎的な土台になることでもあります。
3.
これまでの障害者の読書環境

(1)
点字
　著作物を点訳することは著作権法第三十七条において「公表された著作物は、点字により複製することができる。」と規定されておりますので、著作権許諾という問題はありません。民間の点字出版所や点訳ボランティアにより数十万タイトルの点字図書が作成されており、視覚障害者にはインターネットでもダウンロードできるょうになっています。また、日本点字図書館をはじめ、全国の点字図書館は点字図書の貸し出しや印刷に大きな役割を果たしています。点字図書を購入する際はタイトル数に限りはありますが、原本との価格差を公費で補助する制度も整えられています。
　ただ、新刊図書については点訳作業に時間がかかるため、発売日に読みたいというニーズがあるにも関わらずどうしても時差が生じてしまいます。

(2)
音声
　著作物を音訳した音声図書もカセットテープやDAISYにより点字図書館等で貸し出しされています。ただ、点字と異なり、著作権法第三十七条では「点字図書館その他の視覚障害者の福祉の増進を目的とする施設で政令で定めるものにおいては、公表された著作物について、専ら視覚障害者向けの貸出しの用若しくは自動公衆送信の用に供するために録音し、又は専ら視覚障害者の用に供するために、その録音物を用いて自動公衆送信を行うことができる。」と規定されており、複製する場所や目的が制限されています。そのため、点字図書館ではない公共図書館やその他の場所でボランティアが音訳作業を行う際には著作権者に許諾を得なければならないという状態になっています。
　また、音訳も点訳と同様に作業時間が必要なため、新刊図書を発売と同時に障害者に手渡すということはできません。
　出版社からオーディオブックという形で録音図書が発売されているケースもありますが、その数はまだそれほど多くありません。

(3)
拡大文字
　拡大文字については著作権法第三十七条では全く触れられておりません。著作権法の中で拡大文字について唯一記述があるのが第三十三条第二項で拡大教科書作成における著作権の制限が規定されているだけです。よって、義務教育段階でも拡大写本ボランティアが副教材や参考書、問題集の拡大版を製作しようとする時は著作権者に許諾を得るということが必要になります。現在は、拡大写本ボランティアのエネルギーもほとんどが拡大教科書製作に注がれていますので、一般図書の拡大版は全国的にもかなり数は少ないと言えます。今後、拡大教科書が教科書出版社によって製作されるようになれば、拡大写本ボランティアも教科書以外の図書の拡大文字化に取り組めるようになりますので、著作権法上の規定も含めそのための環境整備が求められるところです。点字図書館でも拡大図書の蔵書はほとんどありません。つまり福祉ベースとしても点字や音声に比べ、かなり立ち遅れている実情があります。
　大活字図書を販売している出版社もありますが、原本との価格差を公的に補償する制度もないためあまり普及していません。

4.
諸外国の状況
　欧米諸国では、長距離をドライブする時に長編小説を聞きながらドライブを楽しむという文化も定着しており、オーディオブックの販売が広がっています。また、米国には障害を持つアメリカ人法(Americans with disability act)があるため、障害者に対する差別が法的に禁止されており、「合理的配慮」という理念の下に障害者のニーズに応じた情報が保障されています。「合理的配慮」とは、国連障害者の権利条約では、障害者が他の者と平等にすべての人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないものと定義されています。

5.
求められる共通理念「One Source, Multi Use」
　そこで、どのように障害者や高齢者が同じように文学作品などの知的財産である著作物を共有できるかということが課題になります。ここで大切な理念は「One Source, Multi Use」ということです。この出版理念は、障害のある人が自分の読みやすいスタイルで読めるように、元の著作物のデータ（One Source）を利用し、さまざまに変換して（Multi Use）、いくつかの媒体で利用することです。この考え方をイメージするには、大きな木を連想していただくのがよいかと思います。一つの著作物は太い幹にあたり、さまざまな身体的条件のある人をそれぞれの葉に例えてみると、小枝がそのニーズに対応した媒体ということになります。このような大樹を完成させるためのユニバーサルデザイン的な鍵が「電子データ」です。電子データを加工しやすい状態で、障害者や高齢者がアクセスできるような状態にしておけば、別の出版社もしくはボランティアでもそれぞれの媒体に変換することはそれほど大きな負担ではなくなります。国連障害者の権利条約では、「ユニバーサルデザイン」とは、調整又は特別な設計を必要とすることなく、最大限可能な範囲ですべての人が使用することのできる製品、環境、計画及びサービスの設計と定義されています。もっとも障害者や高齢者がパソコン上で電子データを利用し、文字を大きくしたり、合成音声で聞いたり、点字ディスプレイで読むなど直接情報にアクセスすることも可能です。同時に電子データの不正な二次利用を防ぐために技術的なコピープロテクトや罰則規定も整備する必要があります。実際に一部の出版社ではありますが、ドットブック（.book）という形式で電子図書の発売が始まっています。（別紙参照）

6.
「読書バリアフリー」を目指した施策
　まず、著作権という権利と障害者の学習権や読書権という権利の調和を図るような法整備が必要です。現在は著作権法はありますが、障害者や高齢者の学習や読書を保障する法律はありません。よって、障害者や高齢者の読書環境を整えるにも著作権法の中の著作権の制限という方法でしかシステムは作れません。そこで、障害者や高齢者の読書に関する法律を整備し、著作権との対立という構図ではなく、両者の権利関係が融和できるような仕組みを構築する必要があります。著作権法の中でも私的利用や学校その他の教育機関における複製、図書館での拡大図書の製作においてボランティア等が関与できるような法改正が望まれます。
　また、出版社には「文字・活字文化振興」という社会的責務を遂行していただきたいのですが、一方で障害者や高齢者の読書環境の改善に取り組みやすくするという条件整備も必要です。拡大図書、点字図書、音声図書はいずれも一般図書よりも高額になるのは明らかです。よって、現在制度化されている価格差補償などの公的補助制度を点字図書だけでなく拡大や音声図書にも適用し、出版社、障害者双方にとって流通しやすい制度に改めることも求められるところです。ただ、すべての図書のバリアフリー出版を今すぐ求めてもやや非現実的と言えます。よって当分の間、雑誌や写真集などの書籍は対象から除き、文庫本などの活字による書籍について電子データの発売を求めるのが現実的な施策の出発点と考えます。
　点字図書館及び公共図書館には点字図書や音訳図書だけに限らず、拡大図書などの蔵書の充実に努めることが期待されます。また、老人ホームや病院の眼科病棟、弱視学級のある学校や福祉施設などにもこのような図書の普及に尽力いただければさまざまな意味での啓蒙にもなり得ます。
　このような施策を推進していくためには、国としての法制度化と出版社などの民間活力の両輪が必要です。そして、2010年の「国民読書年」を契機に障害の有無や年齢、身体的条件に関わらずすべての日本国民が文化的で知的な読書活動に親しめるような環境整備が望まれているところです。
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